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出典：堀田聰子（国際医療福祉大学大学院教授） 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社開催 平成25年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムを構築す
るための制度論等に関する調査研究事業」 「2025年に向けた新しい地域づくり －地域包括ケアシステムの構築を目指して－」シンポジウム資料 
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地域包括ケアとは：2つのコンセプト 
地域を基盤とするケア（ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ－ｂａｓｅｄ ｃａｒｅ） 

公衆衛生アプローチに立脚し、地域の健康上のニーズ、健康に関する信念
や社会的価値観にあわせ、地域社会による参画を保証しながら構築される
ケア（Ｐｌｏｃｈｇ ａｎｄ Ｋｌａｚｉｎｇａ（2002）） 

統合ケア（ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ ｃａｒｅ） 

診断・治療・ケア・リハビリテーション・健康増進に関連するサービスの投入・
分配・管理と組織をまとめる概念（Ｇｒｏｎｅ ａｎｄ Ｇｇａｒｃｉａ－Ｂａｒｂｅｒｏ 
（2001）） 

地域における最適を地域自ら選ぶことが重要 

出典：筒井孝子 地域包括ケアシステムのサイエンス ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ ｃａｒｅ 理論と実証 



 

7 

これからの介護予防 



介護予防導入の経緯（平成18年度創設） 
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要介護度別認定者数の推移
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推計 

要介護者 要支援者 

改善促進 

非該当者 

改善促進 

重度化防止 重度化防止 

介護予防事業 

(地域支援事業) 
予防給付 介護給付 × × 

定期的に体を動かすことなどにより予防が可能！ → 予防重視型システムの確立へ 
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関節疾患、骨折・転倒、高齢による衰弱 
認知症 
脳血管疾患 
心臓病・糖尿病 
その他・不明 

厚生労働省「平成１６年国民生活基礎調査」 

要介護度別の原因疾患 

○ 要支援・要介護１の認定者（軽度者）の大幅な増加。 
○ 軽度者の原因疾患の約半数は、体を動かさないことによる心身の機能低下。 
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第２号保険料

（４０～６４歳）

２９％

第１号保険料

（６５歳以上）

２１％

国

２５％

都道府県

１２．５％

市町村

１２．５％

介護予防事業の概要 

○ 介護予防事業は介護保険法第１１５条の４５の規定により、市町村に実施が義務付けられている。 

○ 要介護状態等ではない高齢者に対して、心身の機能や生活機能の低下の予防又は悪化の防止のために必
要な事業として、各市町村が実施。 

○ 介護予防事業は介護給付見込み額の２％以内の額で実施（介護保険法施行令第３７条の１３） 

○ 平成２５年度 国費：１２４億円 総事業費：４９６億円  （介護保険法第１２２条の２） 

            （国１／４、都道府県１／８、市町村１／８、保険料（１号２／１０、２号３／１０）） 

二次予防事業（旧：特定高齢者施策） 

【対象者】高齢者全般 

【事業内容】 
○ 介護予防普及啓発事業、 
 講演会、介護予防教室等の開催、啓発資材等の作成、配布等 
○ 地域介護予防支援事業 
 ボランティア育成、自主グループ活動支援 等 

一次予防事業（旧：一般高齢者施策） 

【対象者 】要介護状態等となるおそれのある高齢者（生活機能の低下等がみられる高齢者） 

【事業内容】 
○ 通所型介護予防事業 
 運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラム、口腔機能の向上プログラム、複合プログラム 等 
○ 訪問型介護予防事業 
 閉じこもり、うつ、認知機能低下への対応、通所が困難な高齢者への対応 等 9 
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